





Significance and problems at the 20th anniversary of the ratification of 
 Convention on the Right of the Child
—From the viewpoint of the ‘Concluding Observations’ of  

































































































































































































































































































































































































































































































































































































1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012
相対的貧困率 12.0 13.2 13.5 13.7 14.6 15.3 14.9 15.7 16.0 16.1
子どもの貧困率 10.9 12.9 12.8 12.1 13.4 14.5 13.7 14.2 15.7 16.3
子どもがいる現役世代 10.3 11.9 11.7 11.2 12.2 13.1 12.5 12.2 14.6 15.1
大人が一人 54.5 51.4 50.1 53.2 63.1 58.2 58.7 54.3 50.8 54.6
大人が二人以上  9.6 11.1 10.8 10.2 10.8 11.5 10.5 10.2 12.7 12.4
名目値
中央値（a） （万円） 216 227 270 289 297 274 260 254 250 244
貧困線（a/2） （万円） 108 114 135 144 149 137 130 127 125 122
実質値（1985年基準）
中央値（b） （万円） 216 226 246 255 259 240 233 228 224 221
貧困線（b/2） （万円） 108 113 123 127 130 120 116 114 112 111
注：１）平成６年（1994年）の数値は、兵庫県を除いたものである。
　　２）貧困率は、OECDの作成基準に基づいて算出している。
　　３ ）大人とは18歳以上の者、子どもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65
歳未満の世帯をいう。
　　４）等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。
　　５ ）名目値とはその年の等価可処分所得をいい、実質値とはそれを昭和60年（1985年）を基準とし
た消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合指数（平成22年基準））で調整したものである。
出所： 「平成25年国民生活基礎調査の概況」大臣官房統計情報部人口動態・保健社会統計課世帯統計室、
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生涯発達研究 第７号（2014）
58
歩を効果的に監視、評価し、かつ、子どもの権
利の領域における政策のインパクトを評価する
ための指標を開発すべきである。
　子どもの貧困率についても、2009年にようや
く公表され、前ページの表２のように、その後３
年ごとにデータが公表されてきましたが、このよ
うな深刻な事態に対して、どのような対応策を、
どれだけの予算措置を伴って打ち出し、その成
果・効果をどう検証しているかが問われます。そ
の意味で、CRCによる2010年の第３回「最終所
見」の次のような懸念と勧告はきわめて重要であ
るといえます。
　19．本委員会は、締約国政府の社会支出が
OECD諸国の平均よりも低いこと、近年の経済
危機のもとで貧困がすでに増加し、現在では、
人口の約15％が貧困であること、ならびに、
子どもの幸福および発達のための補助金および
手当がそれに対応して増加していないことを深
く懸念する。本委員会は、新しい子ども手当制
度および後期中等教育授業料を不徴収とする法
律を歓迎するものの、中央政府および自治体予
算における子どものための予算配分がまったく
明らかになっておらず、子どもの生活へのイン
パクトとの観点から支出を捕捉し、かつ評価す
ることが不可能となっていることを引き続き懸
念する。
　20．本委員会は、以下のことを締約国政府に強
く勧告する。
　⒜　財政配分が、子どもの権利を実現するとい
う締約国政府の義務を履行できるものとなる
ことを確保するために、子どもの権利の視点
から中央および自治体レベルにおける予算を
精査すること。
　⒝　子どもの権利の優先性を反映した戦略的な
予算線を設定すること。
　⒞　財源規模の変化にかかわらず、子どものた
めの優先的予算線を堅守すること。
　⒟　政策の成果を指標に基づいてフォローアッ
プするための評価制度を確立すること。
　⒠　あらゆるレベルにおいて市民社会および子
どもとの協議を確保すること。
　　2013年６月、子どもの貧困対策の推進に関
する法律が成立しました。これに基づき2014
年８月に閣議決定された「子供の貧困対策に関
する大綱」では、子どもの貧困率など13項目
の指標が示されましたが、目標値は設定されて
おらず、予算措置も定かではありません。CRC
は、2010年の第３回「最終所見」で、次回日
本審査について「2016年５月21日までに、第
４回・第５回統合報告を提出すること」を要請
しています（P90）。それまでに日本政府は、
CRCの勧告を遵守し、子どもの権利を実現す
るための予算措置を伴う具体的な施策の実施と
その評価の取りまとめを行う必要があります。
おわりに
　本稿では、CRCの三つの「最終所見」に照ら
して、日本の子どもの権利に関わる最も重要と思
われる問題を取り上げました。しかし、「最終所
見」にはまだまだ多くの重要な指摘がなされてい
ます。
　また、これまでの「最終所見」には、日本の社
会的養護やそこに至るまでの児童相談所の実状な
どについて、十分な、かつ、適切な情報が CRC
に届いていないと思われる部分も散見されます。
さらに、2015年度から本格実施される「子ども・
子育て支援新制度」についても、子どもの権利条
約の観点から検討することが必要です。
　本稿はそれらについて取り上げることができま
せんでしたので、テーマは十分達成されていると
はいえません。残された諸問題については稿を改
めて提起しますが、子どもの権利条約の20年を
振り返ると、親や教師、おとなたちが、もっとゆ
とりを持って子どもたちに向きあうことのできる
関係を築くことの重要性が見えると思われます。
